【交付申請書(第１号様式)に添付する事業計画書の様式（事故防止対策支援推進事業（社内安全教育の実施に対する支援）に限る。）】（記載例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙１０ 
  別 紙 １ 平成　年度 自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業計画書                   
１．補助申請に係る事業の名称                                                             
事故防止コンサルティングに係る経費
２．補助対象経費の区分                                                                   
    　事故防止対策支援推進事業（社内安全教育の実施に対する支援）                                                                                                                                        
３．補助申請に係る事業の内容 
	 当該コンサルティングを実施する者（コンサルティング会社等）
○○コンサルティング株式会社
	 当該コンサルティングの名称
△△コンサルティングコース
（認定されたコンサルティングコースを記載のこと）

	当該コンサルティングを受ける営業所名
（共同申請をする場合は事業者名も記載すること）
	当該コンサルティングを受ける運行管理者及び運転者数

	東京営業所
	運行管理者　　　　　　　２　名　運転者　　　　　　　１０　名

	名古屋営業所
	運行管理者　　　　　　　２　名　運転者　　　　　　　２０　名

	営業所
	運行管理者　　　　　　　　　名　運転者　　　　　　　　　　名

	当該コンサルティングの内容（当該コンサルティングが、自動車運送事業者の事故防止に資するものであり、対象事業者の事故発生状況等の分析、分析を踏まえた事故防止対策の提案及びコンサルティングを実施したことに対する効果の検証を含む内容であることがわかるよう、当該コンサルティングの内容を具体的に記載すること。）
（目的）運行管理体制の水準向上を図り、事故防止対策を強化する。
（内容）
1． コンサルティング指導員による運行管理者への聞き取り、過去の事故情報の分析等により、各営業所の運行管理体制の問題点を抽出。
2． コンサルティング会社より、抽出された問題点に対する改善策を提示してもらい、提示された改善策を実行する。改善策実行中、○回コンサルティングとミーティングを行い、改善策の進捗について確認を行う。
3． 改善策の実行による効果検証をコンサルティング会社が行い、今回のコンサルティングに関する報告書をコンサルティング会社より受領する。
（これはあくまで記載例です。当該コンサルティングを実施する者が作成した提案書等を参考に記載願います。）
（必要に応じて当該コンサルティングのパンフレット等その内容がわかる資料を添付すること。）


４．当該コンサルティングを実施する者（コンサルティング会社等）
	 名称
（ふりがな）
○○コンサルティング株式会社

	所在地  〒（・・・・－）・・・・　Teｌ・・－・・・・－・・・・　担当者名（○○　○○）
（ふりがな）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
東京都・・・・・・・・・・・・・・・・・

	コンサルティング名
（ふりがな）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・
△△コンサルティングコース


5． 補助事業の着手（予定）期日及び完了予定期日、その他事業の遂行に関する計画 

（「３．補助申請に係る事業の内容」で記載したコンサルティングの具体的な内容について、それぞれ実施される時期を事業実施予定表に記載すること）
事業実施予定表
（必要に応じて、当該コンサルティングの事業実施予定がわかる資料を添付すること。）
	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	コンサルティング契約
	
	
	
	7月
1日
	
	
	
	
	
	
	
	

	運行管理者との打ち合わせ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事故状況の分析
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	事故防止対策の提案
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事故防止対策の実施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ミーティングの実施
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	効果の検証

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	報告書作成

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	契約完了
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	1月
31日
	
	


（上記はあくまで記載例です。当該コンサルティングの事業実施予定がわかる内容であれば表への書きぶり、スタイルは問いません。）                                                   
ミーティングにより


対策の周知をはかる





計3回実施予定








